
札幌市厚別区ＰＴＡ連合会 規約 

 

■ 第一章 総則  

第１条 名称 

本会は、札幌市厚別区ＰＴＡ連合会（以下『区Ｐ連』という）と称し、事務局を厚別区内に置く。 

第２条 構成 

本会は、厚別区内の市立幼稚園・小学校・中学校のＰＴＡをもって構成する。 

第３条 目的 

本会は、区内のＰＴＡ相互の連絡調整を図り、幼稚園・小学校・中学校におけるＰＴＡ活動を通じて 

青少年の健全育成と福祉の増進を図り、学校（園）教育・家庭教育・社会教育の充実振興に寄与する 

ことを目的とする。 

第４条 事業 

本会は、前条の目的を達成するために以下の事業を行う。 

〔１〕 区内各単位ＰＴＡ（以下『単Ｐ』という）の連携に関する事。 

〔２〕 学校（園）教育、家庭教育及び社会教育に関する事。 

〔３〕 幼児及び児童、生徒の健全育成に関する事。 

〔４〕 関係機関及び団体等の連携に関する事。 

〔５〕 その他必要と認められた事業。 

 

■ 第二章 役員及び監事  

第５条 役員・監事 

本会は、次の役員及び監事を置く。 

〔１〕 会 長 １名（Ｐ） 

〔２〕 副会長 ６～８名（Ｐ：４～６名、Ｔ：２名） 

        但し、年度によっては若干名の増員もある。 

〔３〕 監 事 ２名（Ｐ） 

第６条 選任 

〔１〕 会長、副会長及び監事は、総会において選出する。 

〔２〕 選出方法は細則に定める。 

第７条 任期 

役員及び監事の任期は、就任後次の定期総会の終結時までとする。但し、再任は妨げない。 

第８条 職務 

本会の役員及び監事の職務は、次の通りとする。 

〔１〕 会長は本会を代表し、会務を統括する。 

〔２〕 副会長は会長を補佐し、会長に事故ある時はその職務を代行する。 

〔３〕 監事は本会の業務及び会計を監査する。また、必要に応じて諸会議に出席することができる。 

 



■ 第三章 顧問  

第９条 顧問 

本会に顧問を置くことができる。顧問は、会長・副会長会の議を経て会長が委嘱する。その場合の任 

期は、第７条に準ずるものとする。 

 

■ 第四章 会議  

第１０条 総会 

〔１〕 総会は本会の最高議決機関であり、毎年５月に会長が召集する。但し、必要が生じた場合は臨 

時総会を招集することができる。 

〔２〕 総会は単Ｐごとの会長・副会長・校(園)長・事務局(Ｔ)その他１名の５名により構成される。 

〔３〕 総会は構成員の過半数の出席により成立する。ただし、委任状を表示したものは、出席とみなす。

また、出席者の過半数の同意をもって可決する。 

〔４〕 会長は、総会の構成員が一堂に会することができない場合、書面による総会を開催することがで 

きる。その場合、総会は構成員（単 P５名）の３分の２以上の者の議決権行使書の提出により総会が 

成立し、その過半数の同意をもって可決する。 

〔５〕 総会の議長は出席者の中から選出する。 

〔６〕 総会は次の事項を審議する。 

   ① 事業の報告及び計画。 

② 予算及び決算。 

③ 規約の改正。 

④ 役員及び監事の選出。 

⑤ その他必要事項。 

第１１条 役員会 

役員会は区Ｐ連会長・副会長で構成し、必要に応じて会長が召集し以下の協議・調整を行う。 

〔１〕 市Ｐ協及び他区Ｐ連との連絡・調整。   

〔２〕 市Ｐ協より要請される事項について調整及び運営委員会への提示。 

〔３〕 総会及び運営委員会で決定された市Ｐ協への要請事項。 

〔４〕 会長が必要と認めた事項。 

第１２条 会長・副会長会 

会長・副会長会は総会に次ぐ決議機関であり、各単Ｐ会長・副会長、区Ｐ連役員、 実行委員会正副 

委員長で構成し、必要に応じて会長が招集し、以下の事を行う。 

〔１〕 総会での基本方針を受け、区Ｐ連諸行事のアウトラインの構築。 

〔２〕 各単Ｐ活動の情報交換や交流。 

 

第１３条 運営委員会 

〔１〕 運営委員会は区Ｐ連役員、実行委員会正副委員長、実行委員で構成する。出席者の同意をもって決

議する。                     



〔２〕 運営委員会は、必要に応じて会長が召集し以下の事項を審議する。 

① 会長・副会長会の意見を尊重し、区Ｐ連諸行事の具体的事項。 

② 役員会を通じて市Ｐ協より提出された事項。 

③ 総会提案事項。 

第１４条 実行委員会 

実行委員会には委員長、副委員長を置き、委員長が召集し運営委員会で決議された事業の実施に関わ 

る企画・運営を行う。選出方法については細則に定める。 

第１５条 役員選考委員会 

役員選考委員会は、必要に応じて会長が召集し次年度役員を選考する。選考結果は役員会に報告し、 

総会で承認を受ける。構成メンバー及び代表者の選出方法については細則に定める。 

第１６条 その他の委員会 

会長が必要と認めたときは、会長・副会長会の議を経て委員会を設けて活動することができる。 

■ 第五章 会計  

第１７条 会計 

〔１〕 本会の会計年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月３１日をもって終わる。 

〔２〕 本会の経費は、負担金、助成金及びその他の収入をもって充てる。 

〔３〕 本会は一般会計のほかに「特別会計」を設けることができる。詳細は細則に定める。 

■ 第六章 事務局  

第１８条 事務局 

〔１〕 本会に事務局を置き、事務局長並びに事務局員若干名を置くことができる。 

〔２〕 事務局長は事務局を統括し、役員と共に会計及び庶務を処理する。 

 

■ 第七章 個人情報の取り扱い  

第１９条 目 的 
札幌市厚別区ＰＴＡ連合会（以下、「本会」という）が保有する個人情報の適正な取扱いを図ることを
目的に、ＰＴＡ役員名簿・実行委員会名簿・区Ｐ連主催行事等の各種記録や写真及びその他の個人情
報の取扱いについて定めるものとする。 

 
第２０条 責 務 

本会は、個人情報保護に関する法令を遵守すると共に、ＰＴＡ活動において個人情報の保護に努め 
るものとする。 

 
第２１条 管理者 

本会における個人情報の管理者は、会長とする。 
 

第２２条 取扱者 
本会における個人情報取扱者は、副会長・正副実行委員長・事務局長とする。 
 

 
第２３条 秘密保持義務 

個人情報の管理者・取扱者は、職務上知りうることができた個人情報をみだりに他人に知らせ、又  
は不当な目的に使用してはならない。その職を退いた後も同様とする。 

 
第２４条 収集方法 

本会は、個人情報を収集するときは、あらかじめその個人情報の利用目的を決め、本人に明示する。 



 
第２５条 周 知 

個人情報取扱いの方法は、必要に応じて総会、会長・副会長会・実行委員会等で各単Ｐに周知する。 
 

第２６条 利 用 
取得した個人情報は、次の目的に沿った利用を行うものとする。 

     (１) 区Ｐ連負担金及び区Ｐ連行事への参加費等の集金業務 
     (２) 区Ｐ連主催行事・諸会議等の案内文書の送付及び連絡業務 
     (３) 区Ｐ連役員会・実行委員会等の運営業務 
     (４) 区Ｐ連役員等の推薦及び各単Ｐ団体表彰推薦業務 
     (５) 区Ｐ連広報紙、市Ｐ協ホームページ等ヘの広報活動 
 

第２７条 利用目的による制限 
本会はあらかじめ本人の同意を得ないで、前条の規定により特定された利用目的の達成に必要な範 
囲を超えて、個人情報を取り扱ってはならない。 
 

第２８条 管 理 
個人情報は管理者又は取扱者が保管するものとし、適正に管理する。また、不要となった個人情報  
は管理者立ち合いのもとで、適正かつ速やかに廃棄するものとする。 
 

第２９条 電子データの保管及び持ち出し等 
個人デ－タを取り扱う電子機器等については、ウイルス対策ソフトを入れるなど適切な状態で保管 
することとする。また、持ち出す場合は、電子メ－ルでの送付も含め、ファイルにパスワ－ドをかけ
るなど適切に行うこととする。 
 

第３０条 第三者提供の制限 
個人情報は次にあげる場合を除き、あらかじめ本人の同意を得ないで第三者に提供してはならない。 

     (１) 法令に基づく場合 
     (２) 人の生命、身体または財産の保護のために必要な場合 
     (３) 公衆衛生の向上または児童の健全育成の推進に必要がある場合 
     (４) 国の機関もしくは地方公共団体又はその委託を受けた者が法令を定める事務を遂行することに

対して協力する必要がある場合 
 

第３１条 第三者提供に係る記録の作成等 
本会は、個人情報を第三者(第１２条第１号から第４号の場合を除く)に提供したときは、次の項目 
について記録を作成し保存する。 

     (１) 第三者の氏名 
     (２) 提供する対象者の氏名 
     (３) 提供する情報の項目 
     (４) 対象者の同意を得ている旨 
 

第３２条 第三者提供を受ける際の確認等 
第三者(第１２条第１号から第４号の場合を除く)から個人情報の提供を受けるときは、次の項目に 
ついて記録を作成し保存する。 

     (１) 第三者の氏名 
     (２) 第三者が個人情報を取得した経緯 
     (３) 提供を受ける対象者の氏名 
     (４) 提供を受ける情報の項目 
     (５) 対象者の同意を得ている旨(事業者でない個人から提供を受ける場合は記録不要) 
 

第３３条 情報の開示 
本会は、本人から個人情報の開示、利用停止、追加、削除を求められたときは、法令に沿ってこれに
応じる。 
 

第３４条 漏えい時等の対応 
個人情報を漏えい等(紛失含む)したおそれがあることを把握した場合は、直ちに管理者に報告する。 
 

第３５条 研 修 
本会は、役員（当該年度役員名簿掲載された者の内、小中校長副会長を除く全員）に対して、適宜、



個人情報の取扱いに関する留意事項について、研修を実施するものとする。 
 

第３６条 苦情の処理 
本会は、個人情報の取扱いに関する苦情があったときは、適切かつ迅速な処理に努めなければなら 
ない。 

第３７条 改 正 
法令の改正または実務上の不備が発生した場合は、役員会において審議し承認をもって改定すること 
ができる。なお、本規則を改定した場合は、第７条に定める周知方法をもって各単Ｐへ周知するもの
とする。 
 

■ 第八章 細則  

第３８条 細則 
〔１〕 本会の運営に必要な時は、会長・副会長会の議を経て細則を設けることができる。 

〔２〕 細則の改正は、会長・副会長会出席単Ｐの３分の２以上の同意をもって決議する。 

第３９条 会則の改正 

本会の会則の改正は、総会出席単Ｐの３分の２以上の同意をもって決議する。 

第４０条 附則 

この会則は昭和６２年５月１１日より施行する。 

平成 ２年５月１２日 一部改正 

平成１０年５月１６日 一部改正 

平成１３年５月１９日 一部改正 

平成１４年５月１８日 一部改正 

平成１５年５月１６日 一部改正 

平成１６年５月１５日 一部改正 

平成１８年５月１３日 一部改正 

平成２０年５月 ７日 一部改正 

平成２６年５月１７日 一部改正 

令和 元年５月１１日 一部改正 

令和 ３年５月１４日 一部改正 

令和 ７年５月１６日 一部改正 

 



細  則 

Ⅰ．委員会細則 

第１条 役員選考委員会 

各中学校区より輪番制により選出された各１名、及び事務局長１名で構成し、正副委員長を互

選する。 

１．会長・副会長選出について 

〔１〕 資  格 ･･･ 当該年度に厚別区ＰＴＡ連合会(以下「区Ｐ連」という）会員を候補者

とする。 

 

〔２〕 選考方法 ･･･ 選考に当たっては次の順に従って選考委員会が候補者を選出する 

① 当該年度に単位ＰＴＡ（以下「単Ｐ」という）の会長、副会長 

              ② 区Ｐ連役員（会長、副会長）監事、正副実行委員長経験者 

③ 単Ｐの会長、副会長経験者 

④ ①、②、③に該当しない区Ｐ連会員 

２．副会長選出について（Ｔ） 

〔１〕  資  格 ･･･ 厚別区小・中学校校長会から推薦された校長。 

〔２〕  選考方法 ･･･ 小・中学校校長会に一任。  

３．監事選出について 

〔１〕  資  格 ･･･ 厚別区内単Ｐ会員を監事とする。但し、単Ｐ役員・監事(監査)である

ことが望ましい。 

〔２〕  選考方法 ･･･ 幼稚園を除く２０校（小・中）の輪番制に基づき選出する。 

第２条 実行委員会 

〔１〕 各単Ｐより２名の委員を登録し、実行委員会出席は１名とする。（幼稚園は１名）  

⇒各事業の実行委員長・副委員長は区 P連役員から選任する。実行委員は 20 校の輪 

番制に基づき３名選出する。    

〔２〕 委員長・副委員長の選出については、幼稚園を除く２０校の輪番制に基づき３名選 

出しその中の互選により委員長１名、副委員長２名を決める。  

⇒単 P会員対象のボランティア登録制とし、必要に応じて各事業の協力を依頼する。 

Ⅱ．特別会計細則 

第１条 特別会計 

〔１〕 特別会計は、一般会計で賄えないものの費用とする目的で、一般会計残金から積み立

てるものとする。 

〔２〕  拠出額は、その会計年度の決算の見通しに基づいて決めるものとする。 



〔２〕 収支手続きは役員会で原案を立案し、運営委員会で検討後、会長・副会長会もしく 

は総会にはかるものとする。 

 

Ⅲ．附則  

この細則は、平成１８年５月１３日より施行する。 

平成１８年 ６月 ７日  一部改正 

平成２３年 ５月２１日  一部改正 

令和 ４年 ５月２０日  一部改正 

令和 ７年 ５月１６日  一部改正 

 

 

関連規定 

第１条 慶弔規定 

本会の役員、監事、構成単Ｐの会長・副会長の慶弔は、原則として次の通りとする。 

〔１〕 ４週を越える長期入院療養の場合は、見舞金を贈る。 

〔２〕 死亡の場合は、弔電並びに香料を贈り弔意を表す。 

第２条 この規定中の協議は運営委員会とする。但し、急を要する場合は役員会とする。 

第３条 この関連規定は、平成１６年５月１５日より施行する。 

 


